2012年ストライキ批准の成立と闘争指令権確立宣言
自治労は、第143回中央委員会において、①協約締結権の回復を見据え、年間を通じた交渉・協議の基本的なルールなどを労使で確認する取り組みの推進、②人員確保、臨時・非常勤等職員の雇用継続と処遇改善、男女間格差の是正、定年延長確立、③民間労組・地方連合会等との連携による、公契約条例の制定促進と災害時における公共サービス確保、④民間春闘との共闘の強化と公共サービス民間労働者の労働条件底上げ、を2012春闘方針で決定し、単組・県本部・本部が一体となって全力で取り組むことを確認した。
日本経済は、東日本大震災、さらには依然として高水準にある円相場等の影響により、企業業績は悪化しており、経団連が「ベースアップは論外、定期昇給の延期・凍結も含め春闘では厳しい交渉を行わざるを得ない」と主張するなど、今春闘をめぐる情勢は厳しさを増している。また、非正規労働者は増え続け、「年収200万円以下」の層が1,000万人を超えている。

格差の拡大に歯止めをかけ、生活を改善するためにも、非正規労働者を含むすべての働くものの安定雇用と賃金をはじめとした労働者への適正な配分が必要不可欠である。

こうしたなか、自治労は、２月15～22日をゾーンとし、全単組で「年間を通して一波につき２時間を上限としたストライキを含む闘争体制」を確立する批准投票を実施した。その結果、本日、第２回拡大闘争委員会は、72.01％の批准率で闘争指令権が確立されたことを確認し、闘争指令権を中央闘争委員長に委譲することを決定した。3月9日を全国統一行動日として設定し、当局から前進回答を引き出すことをめざす。

さらに、3月28日の総務大臣回答まで全力を挙げてたたかうとともに、回答日以降も地域春闘との連携をはかり、公共民間単組・全国一般単組の解決促進にむけて、自治労一体となって最後まで春闘をたたかう。同時に、2011年の東日本大震災で被災自治体・支援自治体ともに人員不足が浮き彫りになったことから、緊急時対応に求められる職種の維持やノウハウの蓄積を含め、仕事量に見合った人員の確保を自治体に求めるための取り組みを春闘から展開し、6月の人員確保産別統一闘争につなげていく。また、自律的労使関係の確立にむけ、組織の総力を挙げて取り組みを進める。
　自治労は、組合員の生活と権利を守り抜く１年間のたたかいの起点として2012春闘を位置づけ、諸要求の実現まで全組合員が一丸となってたたかい抜くことをここに宣言する。
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